
団体名： 豊浜商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 104.1 ％） （達成度 110.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 101.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 20.7 ％） （達成度 53.8 ％） Ｃ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 83.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 95.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 60.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 95.0 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
ワンストップで気軽に相
談できる小規模事業者の
相談相手、あるいは高度
な案件については専門家
への橋渡し役として、企
業の経営や技術の改善支
援を行い、また、各種施
策の普及が図られた。実績

数値
22

　2025年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

記帳継続指導

個人事業主等を対象に正し
い記帳方法や決算・確定申
告の指導を行い、適正な税
務申告と経理の自計化や計
数管理による経営力の向上
に結びつける。

・指導事業所数 61事業所
・指導延日数　409日
・指導延回数　815回

小規模事業者

指標

記帳指導事業所数
指標

目標
数値

800
実績
数値

833
目標
数値

20

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も小規模事業者
が抱える経営上の課
題や悩みに寄り添
い、巡回及び窓口相
談を通じて迅速かつ
的確な助言を行うと
ともに、必要に応じ
て専門家と連携し、
課題解決と経営力向
上につながる支援の
充実を図る。

巡回・窓口相談指
導事業

経営基盤の脆弱な小規模事
業者を、商工会職員が訪問
し、又は商工会窓口にて、
金融・税務・労働等の経営
全般について、相談指導を
行い、経営及び技術の改善
を図り、健全な企業の育成
を行う。また、創業の相談
窓口設置により、起業家の
育成に努める。

・巡回・窓口指導
　実企業数　247
　（内非会員18）
　延件数　833
　（内非会員42）
・課題解決提案件数 22件

講習会等

変化する経営環境に対応す
るため、小規模事業者に
とって必要な金融・税務・
経理・労働・情報化等の知
識習得や時事問題について
の啓蒙を図り、事業者の資
質の向上と円滑な事業運営
に資することを目的とす
る。

受講者数
  集団指導　11回　6人
　個別指導　12回  14人
規模や経費などの効率とそ
れぞれの特性の面から知多
南部5商工会（武豊町・美浜
町・内海・師崎・豊浜）で
の連携事業を中心に実施し
た。

小規模事業者

指標

集団受講者数

税制改正等に関す
る情報の周知を図
るとともに、会員
の事務処理の効率
化を目的として記
帳機械化の推進を
図っていきたい。目標

数値
60

実績
数値

61
目標
数値

実績
数値

青色申告者はe-Tax送信
により特別控除を受ける
ことができ、事業者は節
税につながった。本人送
信のため予定日を決めて
もらいスムーズに送信す
ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

祭典事業

町の産業の紹介並びに生産性の
高揚を目的に、町、農協、漁協
と商工会で推進協議会を組織
し、南知多町産業まつりを開
催。農・畜・水産物の展示卸売
及び農畜産物品評会、商・工業
製品の展示、即売会等を行い、
地域産業の振興に寄与する。

南知多町産業まつり
11月1日開催
来場者 10,000人
事業所・団体の出店数 10
農・畜・水産物の展示卸売、品
評会、商工業製品の展示即売、
抽選会、アトラクション等を実
施。本会から飲食店、小売店の
出店。

商工業者並び
に事業者団体

指標

出店者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業者のニーズや地
域の経営課題を踏ま
え、講習内容や開催
方法の見直しを行い
ながら、より実務に
役立つ講習会を開催
し、事業者の経営力
向上と安定した事業
運営につながる支援
を行っていく。

目標
数値

29
実績
数値

6
目標
数値

26

指標

個別受講者数
事業環境が変化するな
か、事業者は様々な経営
上の問題に直面した。
これらの問題に対し、各
分野の専門家の個別相談
指導により、事業継続の
支援を行うことが出来
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
14

商店街・街づくり
事業

街路灯を有効に点灯するこ
とにより、商店街の振興と
発展並びに顧客の安全を図
る。

街路灯67基の管理
街路灯の修理や電灯料など
維持管理を行なった。

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

南知多町一番のイ
ベントとして定着
しており、今後も
町、農協、漁協、
商工会の枠組みで
実施していく。目標

数値
12

実績
数値

10
目標
数値

指標

町内外から多くの観光客、
消費者が来場し、豊浜（南
知多町）の商工、観光業を
広く紹介することができ
た。また商工会と行政、農
水産との連携事業として意
味があり、地域産業全体の
振興に寄与している。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

目標
数値

70
実績
数値

67
目標
数値

街路灯基数
指標

街路灯を有効に点灯する
ことで、町の中を明るく
活気づけ、買い物客等の
安全確保にも効果があっ
た。

総
合
評
価

Ａ
実績
数値

商工業振興事業

商業・工業・水産の各部会
において、各業種の地域実
態を把握するとともに、地
域経済振興に向けた対応を
検討、地域活性化に向けた
各種事業の取り組みや地域
商工業の発展に寄与するこ
とを目的とする。

・商品券等拡売強化
商品券販売数126千円（額
面）
・商業・工業・水産の各部
会の事業所・業種団体と協
力の下、産業まつりへの展
示等の協力実施。
各部会事業数　3

商工・水産事
業者

指標

各部会事業数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

まちの発展のため
明かりを消すこと
なく守っていく。

観光振興事業

町観光協会並びに地区内の
観光関係者と密なる連携を
保持し、観光開発と観光事
業の振興に寄与することを
目的とする。

・観光地の維持管理・美化
の推進事業　2回

観光事業者

指標
観光施設美化事業回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

各部会との連携を
強化し、地域産業
のＰＲや消費喚起
につながる事業を
実施し、地域商工
業の振興と地域活
性化を図る。目標

数値
5

実績
数値

3
目標
数値

指標

商品券事業では、地区内
消費者の購買意欲に寄与
した。
地域における消費の換起
及び小売業者等への支援
策として行った地域応援
クーポン券の発行事業の
促進に寄与した。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査・広報事業

中小・小規模事業者関連の
施策の普及と、商工会員へ
の地域情報の提供を行うた
め、広報活動を行う。

知多南部5商工会で合同会報
「風」を年4回発行
(4月・7月・9月・1月)
「商工会だより」を独自に4
回発行。

商工会員及び
小規模事業者

指標
会報発行回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

観光協会と協力し
ながらイベント開
催・参加や観光美
化事業の実施を検
討する。目標

数値
2

実績
数値

2
目標
数値

指標
荒磯松園地等の清掃業務
に取り組み、観光地の維
持管理に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

青年部・女性部事
業

青年部及び豊青会（青年部
OB会）・女性部での交流や
社会福祉を通じて地域との
関わりを持つことにより、
地域社会の発展に寄与する
ことを目的とする。

・青年部及び女性部事業の
開催回数　19回
・若手後継者等育成事業、
セミナー・講習会等開催回
数　3回

青年部及び青
年部OB・女性

部部員

指標

青年部・女性部事業の開催
回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も、現状の年4
回発行を維持し、内
容について商工会員
や小規模事業者の
ニーズにあった内容
を検討し発行してい
きたい。

目標
数値

4
実績
数値

4
目標
数値

指標

商工会事業及び施策等の
情報提供を行うことによ
り、地区内商工業者の活
性化に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

部員増強と組織強
化を図る。また講
習会等を数多く開
催し部員の資質を
向上させる。

目標
数値

20
実績
数値

19
目標
数値

3

指標

セミナー・講習会等開催
各事業の企画・参加によ
り、地域振興の担い手と
しての自覚が芽生え、地
域資源活性化事業など商
工会事業推進の役割を果
たしている。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
3



団体名： 豊浜商工会

得られた効果 備考

　2025年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 97.2 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 128.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 101.4 ％） （達成度 116.3 ％） Ａ Ａ 上げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 104.0 ％） （達成度 142.9 ％） Ａ Ａ 下げる 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

福利厚生事業

中小企業、小規模企業の経
営・雇用の持続的な安定を
図るため、各種共済制度の
普及により企業の健全な育
成に資することを目的とす
る。

共済加入口数
　中小企業共済　  561件
　愛知火災共済     43件
　ＰＬ・総合保険他164件
　    　  　   計 768件 中小・

小規模事業者

指標

共済加入口数

健康普及事業

労働者の定期健診は必須だ
が、事業者が自ら企画する
ことは面倒もあり、実施さ
れない恐れもある。また、
小規模事業者にとって事業
主や家族従事者の健康状態
は、事業経営に直結するこ
とから、労働安全衛生法の
遵守と経営の安定を図るた
め実施する。

健康診断4回
(7月1、16、17、18日)
受診者603人
（うち豊浜分256人）
半田市医師会と提携し、知
多南部5商工会の広域連携事
業として実施。法定健診、
特定健診、協会けんぽの助
成対象コース、一部特殊健
診（じん肺・有機溶剤）に
も対応。

中小・
小規模事業者

指標

健診受診者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行を維持すべ
く、引き続き各種
共済制度の普及、
加入促進を行うと
ともに給付金の手
続き及び管理事業
を行う。

目標
数値

790
実績
数値

768
目標
数値

指標

小規模事業者の福利厚
生、事業所の設備・製品
の万が一への備えの充実
へ繋がった。
健康普及事業において、
中小企業共済の助成金を
活用する事業者も多く、
同事業活用の促進にも
なった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

労働保険事業

厚生労働省認可の労働保険
事務組合として、事業所か
ら委託を受け、労働保険料
の申告納付、労働保険各種
届出等の事務手続を代行す
ることにより、事業主の事
務処理の負担軽減と労働保
険の適用促進並びに保険料
の適正な徴収を図る。

労働保険事務受託事業場数
85件
被保険者に係る届出198件
特別加入に係る届出  1件
事業所の各種届      5件 中小・

小規模事業者

指標

労働保険受託事業場数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

ニーズ対応と健診
の啓蒙が図られ、
年々受診者が増え
てきた。出張健診
としては、検査項
目等も限界に近い
と思われ、今後も
ニーズの把握に努
めるが、概ね現行
どおり実施してい
く。

目標
数値

200
実績
数値

256
目標
数値

指標

毎年参加する事業所の定
期健診の担保となり、早
期発見・早期治療と健康
管理の一助となった。ま
た、中小企業共済の助成
金を受ける受診者も多
く、共済のＰＲと福利厚
生事業活用の促進も図る
ことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

若手後継者等育成
事業
（セミナー）

女性部員を対象に、資質向上と
なるセミナーを開催する。
（阿久比町商工会、東浦町商工
会、内海商工会、豊浜商工会、
師崎商工会、美浜町商工会、武
豊町商工会の合同開催（知多支
部商工会女性部連絡協議会））

女性部資質向上事業
（セミナー開催）（9月）
・参加者数　71名
（※7商工会の合計）
・参加者満足度　93％
（アンケート調査）

女性部員

指標
参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

労働保険事務組合
業務は、地域の対
象事業所の状況を
鑑み現状維持が妥
当と思われる。

目標
数値

85
実績
数値

85
目標
数値

指標

 事業主の事務処理の負
担軽減と労働保険料の適
正徴収に寄与することが
できた。
また、巡回・窓口相談と
併せて労働基準法・働き
方改革を始め各種労働法
規の周知と事業所の労務
管理の一助となった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

若手後継者等育成
事業
①南知多大交流会
②地域資源を活用
した新商品開発に
よる地域振興事業

①「南知多の子供と大人」
の交流を通じて子供たちの
南知多への愛着を深め、青
年部員事業者の認知度を高
めるとともに、将来子供た
ちが商工業の担い手として
地域に定着することを促す
ため、内海・豊浜・師崎の
三商工会の青年部員と町内
の小学校6年生との交流イベ
ントを実施する。
②南知多町の地域資源を活
用し、地元中学生と連携し
て新商品メニュー開発に着
手する。令和7年度は、将
来、南知多町の商工業の担
い手となることが期待され
る町内の中学生が考案した
地域資源である「しらす」
等を活用した新商品メ
ニューを試作し、地元小学
生及び飲食店の協力を得
て、新商品メニューの開発
を目指す。この事業を行う
ことにより開発した新商品
メニューを「南知多町の地
域資源を活用したグルメ」
として発信し、地域振興を
図る。

南知多三商工会青年部共同
事業　南知多大交流会（地
域振興事業）(9月)
・参加者数　51名
　(南知多町内の小学校6年
生)
・新商品開発試験販売事業
所数　1事業所
（地場鮮魚　小枡園）

・参加者満足度 100％
　(アンケート調査)

南知多大交流
会参加児童数
（南知多町内
5つの小学校6

年生）

新商品開発試
験販売事業所

数

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

地域の絆の場とし
て活動していき、
組織の結束力を高
め実施していきた
い。

目標
数値

70
実績
数値

71
目標
数値

80

指標
参加者満足度 セミナーを通して、地域

の絆、人と人の絆、商工
会女性部の絆を強くし、
今後の女性部活動を推進
する上での礎をつくるこ
とができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
93

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も継続して事
業を開催し、南知
多町の地域振興の
一助となるよう努
めていきたい。

目標
数値

50
実績
数値

52
目標
数値

参加者数

指標

参加者満足度

浜での地引網体験やサンド
アート制作、レクリエー
ションを通して、グループ
ワークや集団行動を体験す
ることで普段交流の機会が
ない子供たちの交流のきっ
かけづくりができた。ま
た、青年部員と子供たちと
の交流により、青年部事業
の知名度を向上させること
ができた。参加児童のアン
ケート内容も新しい友達が
でき地元以外の人と交流で
きて良かった等、将来の南
知多町コミュニティ活性化
につながったと感じた。
また、新商品開発による地
域振興事業では、若手経営
者・後継者間の連携強化
と、地域内循環の意識醸成
が図られた。地元飲食店経
営者と小中学生が協働して
メニュー開発を行うこと
で、世代を超えた交流が生
まれ地域の将来を担う子ど
もたちが地元産業や商業に
関心を持つ契機となった。
また、実際に試験販売を実
施したことで、机上検討に
とどまらず市場性の検証が
可能となり、顧客アンケー
トを通じて消費者ニーズを
具体的に把握することがで
きた。これにより、商品改
良の方向性が明確化し、継
続的な商品開発への足がか
りが構築された。

総
合
評
価

Ａ

70
実績
数値

100


